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良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等
の一部を改正する法律案の概要改正の趣旨

改正の概要

＜Ⅰ．医師の働き方改革＞

長時間労働の医師の労働時間短縮及び健康確保のための措置の整備等 （医療法） 【令和６年４月１日に向け段階的に施行】

医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（令和６年４月１日）に向け、次の措置を講じる。

・ 勤務する医師が長時間労働となる医療機関における医師労働時間短縮計画の作成

・ 地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適用する医療機関を都道府県知事が指定する制度の創設

・ 当該医療機関における健康確保措置（面接指導、連続勤務時間制限、勤務間インターバル規制等）の実施 等

＜Ⅱ．各医療関係職種の専門性の活用＞

１．医療関係職種の業務範囲の見直し （診療放射線技師法、臨床検査技師等に関する法律、臨床工学技士法、救急救命士法） 【令和３年10月１日施行】

タスクシフト/シェアを推進し、医師の負担を軽減しつつ、医療関係職種がより専門性を活かせるよう、各職種の業務範囲の拡大等を行う。

２．医師養成課程の見直し （医師法、歯科医師法） 【①は令和７年４月１日／②は令和５年４月１日施行等】 ※歯科医師も同様の措置

①共用試験合格を医師国家試験の受験資格要件とし、②同試験に合格した医学生が臨床実習として医業を行うことができる旨を明確化。

＜Ⅲ．地域の実情に応じた医療提供体制の確保＞

１．新興感染症等の感染拡大時における医療提供体制の確保に関する事項の医療計画への位置付け （医療法）【令和６年４月１日施行】

医療計画の記載事項に新興感染症等への対応に関する事項を追加する。

２．地域医療構想の実現に向けた医療機関の取組の支援 （地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律）【令和３年４月１日施行】

令和２年度に創設した「病床機能再編支援事業」を地域医療介護総合確保基金に位置付け、当該事業については国が全額を負担する

こととするほか、再編を行う医療機関に対する税制優遇措置を講じる。

３．外来医療の機能の明確化・連携 （医療法） 【令和４年４月１日施行】

医療機関に対し、医療資源を重点的に活用する外来等について報告を求める外来機能報告制度の創設等を行う。

＜Ⅳ．その他＞ 持ち分の定めのない医療法人への移行計画認定制度の延長 【公布日施行】

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進する観点から、医師の働き方改革、各医療関係職種の専門性の活用、地域

の実情に応じた医療提供体制の確保を進めるため、長時間労働の医師に対し医療機関が講ずべき健康確保措置等の整備や地域医療構

想の実現に向けた医療機関の取組に対する支援の強化等の措置を講ずる。

5



6



医療施設の最適配置の推進
（地域医療構想・外来機能の明確化）

■これまでの我が国の医療は医師の長時間労働により支えられており、今後、医療ニーズの変化や医療の高度化、少子化に伴う医療の担い手
の減少が進む中で、医師個人に対する負担がさらに増加することが予想される。

■こうした中、医師が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、医師本人にとってはもとより、患者・国民に対して提供される
医療の質・安全を確保すると同時に、持続可能な医療提供体制を維持していく上で重要である。

■ 地域医療提供体制の改革や、各職種の専門性を活かして患者により質の高い医療を提供するタスクシフト/シェアの推進と併せて、医療機関
における医師の働き方改革に取り組む必要がある。

医師の働き方改革

【業務が医師に集中】

【労務管理が不十分】

長時間労働を生む構造的な問題への取組 医療機関内での医師の働き方改革の推進

時間外労働の上限規制と健康確保措置の適用（2024.4～）

地域医療等の確保
医療機関が医師の労働時間

短縮計画の案を作成

評価センターが評価

都道府県知事が指定

医療機関が
計画に基づく取組を実施

地域間・診療科間の医師偏在の是正

国民の理解と協力に基づく適切な受診の推進

適切な労務管理の推進

タスクシフト/シェアの推進
（業務範囲の拡大・明確化）

特に救急、産婦人科、外科や若手の
医師は長時間の傾向が強い

病院常勤勤務医の約４割が年960時間超、
約１割が年1,860時間超の時間外・休日労働

【医師の長時間労働】

＜行政による支援＞

・医療勤務環境改善支援センター
を通じた支援

・経営層の意識改革（講習会等）

・医師への周知啓発 等

医療機関に適用する水準 年の上限時間 面接指導 休息時間の確保

Ａ （一般労働者と同程度） 960時間

義務

努力義務

連携Ｂ（医師を派遣する病院） 1,860時間
※2035年度末
を目標に終了

義務
Ｂ （救急医療等）

C-1  （臨床・専門研修）
1,860時間

C-2  （高度技能の修得研修）

患者への病状説明や血圧測定、
記録作成なども医師が担当

36協定が未締結や、客観的な時間管理
が行われていない医療機関も存在

全ての医療専門職それぞれが、自らの能力を活かし、
より能動的に対応できるようにする

医師の健康確保

面接指導
健康状態を医師がチェック

休息時間の確保
連続勤務時間制限と

勤務間インターバル規制
（または代償休息）

質・安全が確保された医療を持続可能な形で患者に提供

労務管理の徹底、労働時間の短縮
により医師の健康を確保する

現状 目指す姿

対策

一部、法改正で対応

法改正で対応
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対象医療機関の指定要件
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※地域の医療提供体制の構築方針
との整合性、影響の確認
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指定の流れ等
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医師労働時間短縮計画
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医療施設の最適配置の推進
（地域医療構想・外来機能の明確化）

■これまでの我が国の医療は医師の長時間労働により支えられており、今後、医療ニーズの変化や医療の高度化、少子化に伴う医療の担い手
の減少が進む中で、医師個人に対する負担がさらに増加することが予想される。

■こうした中、医師が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、医師本人にとってはもとより、患者・国民に対して提供される
医療の質・安全を確保すると同時に、持続可能な医療提供体制を維持していく上で重要である。

■ 地域医療提供体制の改革や、各職種の専門性を活かして患者により質の高い医療を提供するタスクシフト/シェアの推進と併せて、医療機関
における医師の働き方改革に取り組む必要がある。

医師の働き方改革

【業務が医師に集中】

【労務管理が不十分】

長時間労働を生む構造的な問題への取組 医療機関内での医師の働き方改革の推進

時間外労働の上限規制と健康確保措置の適用（2024.4～）

地域医療等の確保
医療機関が医師の労働時間

短縮計画の案を作成

評価センターが評価

都道府県知事が指定

医療機関が
計画に基づく取組を実施

地域間・診療科間の医師偏在の是正

国民の理解と協力に基づく適切な受診の推進

適切な労務管理の推進

タスクシフト/シェアの推進
（業務範囲の拡大・明確化）

特に救急、産婦人科、外科や若手の
医師は長時間の傾向が強い

病院常勤勤務医の約４割が年960時間超、
約１割が年1,860時間超の時間外・休日労働

【医師の長時間労働】

＜行政による支援＞

・医療勤務環境改善支援センター
を通じた支援

・経営層の意識改革（講習会等）

・医師への周知啓発 等

医療機関に適用する水準 年の上限時間 面接指導 休息時間の確保

Ａ （一般労働者と同程度） 960時間

義務

努力義務

連携Ｂ（医師を派遣する病院） 1,860時間
※2035年度末
を目標に終了

義務
Ｂ （救急医療等）

C-1  （臨床・専門研修）
1,860時間

C-2  （高度技能の修得研修）

患者への病状説明や血圧測定、
記録作成なども医師が担当

36協定が未締結や、客観的な時間管理
が行われていない医療機関も存在

全ての医療専門職それぞれが、自らの能力を活かし、
より能動的に対応できるようにする

医師の健康確保

面接指導
健康状態を医師がチェック

休息時間の確保
連続勤務時間制限と

勤務間インターバル規制
（または代償休息）

質・安全が確保された医療を持続可能な形で患者に提供

労務管理の徹底、労働時間の短縮
により医師の健康を確保する

現状 目指す姿

対策

一部、法改正で対応

法改正で対応
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今後のスケジュール
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医師の働き方改革に関する検討会で決められた内容については進めなければならない。しか
し、現状を鑑みると、本委員会として、
①2024年度からの施行を猶予する、ないしは、
②2024年度から実施するがその時点で対応が間に合わない部分について現実に即した判

断にて実施（例、Ａ水準Ｂ水準の判断を、二次医療圏の合意形成を図りつつ、各医療機関が
自己判断する）
ということを提言する。

日本医師会 医師の特殊性を踏まえた働き方委員会 答申（R2.6）

新型コロナウイルス感染症への対応により、医師の労働環境を含めて、地域医療の提供体制
全体に大きな変化が生じており、その影響について医療圏及び医療機関ごとにきめ細かく分
析した上で、新型コロナウイルス感染症対策をはじめそれぞれの地域医療の実情に基づ
き、・・・医師の働き方改革について検討することとし、・・・２０２４年度からの医師の働き方改革
に関する新制度については、施行猶予も含めた検討を行うこと。・・・

全国知事会 新型コロナウイルス感染症に関する緊急提言（R2.11.5）



36

調査対象 国公私立大学病院 81病院（うち53病院が回答）
〇自院における診療体制に支障が生じる懸念がある 43病院（8割）
〇地域への医師派遣に支障が生じる懸念がある 43病院（8割）
〇研究活動に支障が生じる懸念がある 32病院（6割）
〇教育活動に支障が生じる懸念がある 27病院（5割）

文部科学省 大学病院に勤務する医師の働き方改革に関するアンケート調査
（R3.1.26自民党厚生労働部会へ報告）

地域医療構想については、・・・新型コロナウイルス感染症対策の実施によって、地域住民の
命を守る公立・公的医療機関が担う役割の重要性が再認識されたことを踏まえ、引き続き、
「地域医療確保に関する国と地方の協議の場」等において、・・・医療従事者の働き方改革とも
併せ、地方と十分に協議を行い、その意見を施策に反映させること。

国と地方の協議の場（R2.5.19、R2.10.13、R2.12.14）



県の考え方
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医師の過重労働の是正、適正化は必要かつ重要な課題

他方、医学部臨時定員増や臨床研修の定員の減少、専攻医定員数へのシーリング
設定といった国の政策は、地域の実情を十分に踏まえられておらず、医師確保がま
すます困難な状況
→これらの政策を十分に見直すことなく、医師の働き方改革を進めた場合、地域医
療への悪影響は避けられない。

しかし本県では、医師の地域偏在や高齢化で医師不足が年々深刻化
→徳島大学の医局からの派遣中止・縮小により地域医療への影響が出ている

また、新型コロナウイルス感染症への対応により医師の労働環境を含めた地域医療
の提供体制に大きな変化が生じており、その影響の分析も必要

38

医師の労働時間短縮に向けた取組みは進めていくべきであるが、まずは、上記の政
策の見直しや新型コロナ対応による影響の分析を行うこととし、令和６年度からの医
師の働き方改革の施行については、施行猶予も含めた検討を行うべき。
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本県の取組み

働き方改革のあり方に積極的に関わる徳島大学との連携のもと、県内医療機関とそこ
に勤務する小児科・産婦人科医師のアンケート調査を実施（徳島大学へ補助）

〇令和３年１月１日から令和３年３月３１日まで
・先行研究、小児科・産婦人科医師の関係者からの情報収集

〇令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで
・小児科・産科（産婦人科のうち分娩を取り扱う医療機関を含む）を有する病院等とそこに
勤務する小児科医・産科医に対するアンケート調査の実施
・勤務地域や診療科などの特殊事情の検証、効果的な負担軽減策の検討

小児科・産科医師に係る働き方改革推進事業

平成２７年３月２６日に設置し、医療従事者の勤務環境改善に関する各種施策を実施
〇勤務環境改善計画の策定支援

〇県内医療機関等を対象として、医療勤務環境改善に係る先進的な取組事例の周知などを
目的とした研修会の開催

徳島県医療勤務環境改善センター


